
育児支援システムに関す る日韓比較

相馬直子

横浜国立大学 の相馬直子 と申 します。

本 日、私 は大学院生のときか らい ろい ろ

勉 強 させ て頂いてきた先生方 と一緒 に、

この よ うな研 究発表 会 に参加 させ て頂

き、大変光栄に思ってお ります。私 はこ

の研究プロジェク トの生活保障 システム

の中で も、子育て支援にフォー カスを当

てて研究を してお ります。

今 日の報告 の 目的ですが、 日本 と韓国

では家族形成 をめ ぐる新 しい社会的 リス

クを西欧諸国よ りも圧縮的に経験 してい

る とい うことで、その様相 が どうである

のか とい うのを確認す るこ とが1つ 。そ

して先行研究の中で 「家族 中心的福祉 レ

ジーム」 「男性稼 ぎ主型モデル」 と特徴

づ けられてきた中で、 日本 も韓国もその

再編過程にいるわけですが、そ こで家族

形成をめぐる社会的 リスクの生成 と、そ

れへの政策対応 の特徴 に関 して、 日韓比

較か ら考察 を行 うことが も う1つ の大 き

な 目的です。

韓国に関しては金大中政権 か ら盧武鉱

政権、1998年 か ら2008年 ぐらいの問を対

象 に してい ます。 日本 の場合 、橋本 政

権 、村 山政権 、小渕政権、森政権 、小泉

政権、安倍政権、福 田政権な ど首相が大

変多 くかわっていますが、大体90年 代後

半か ら2008年 くらいまでを対象に発表 さ

せていただきたい と思います。

1.家 族 をめ ぐる新 しい社会的 リスクの

タイ ミングと組み合わせ

まず家族形成 をめぐる新 しい社会的 リ

スクのタイ ミング と組み合 わせ について

検討 します。 日本 と韓国は出生率が低下

している国 とい うのは共通 して言われて

い ることですが、私 はその変化 の組み合

わせ とタイ ミングに注 目してみま した。

まず 日本 か ら見ると、 日本の場合は出生

率が低下 している一方、離婚 率の変化、

国際結婚比率の変化 は韓国と比べ ると緩

慢 です。

それに対 して、韓国の組み合わせ と変

化 の様相 は大変興味深 いです。出生率の

低下、離婚率の上昇、そ して国際結婚比

率の上昇 、3つ が大き く変化 してお り、

日本以上 に韓 国は圧縮 的な家族変化 を経

験 していると言えると思います。 ただ、

韓国ほ ど日本 は離婚率が上がっていない

か ら、それ ほど離婚が増 えていないのか

とい う疑問が出る と思 いますが、実際に

ひ とり親世帯数 の推移 で見た ときには、

日本は離婚件数やひ とり親.世帯数は増大

しているとい うことを補足 してお きたい

と思います。

2.韓 国に お ける政策 フ レーム と論理

そこで、 こうした圧縮的な家族変化に
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直面 して、韓国の場合 はど うい う問題 の

とらえ方、政策フ レームで議論がなされ

たのか とい う話に移っていきたい と思い

ます。 まず、こ うした圧縮的な家族変化

に直面 した韓国の場合 、家族危機 、家族

解体 とい う形で問題化 がなされて、家族

機能 をどう強化するか とい う、家族機能

の強化の必要性 を論 じる政策論議 が台頭

していった。それが2000年 代前半だった

のではないか と思います。

そ こで、特 に2004年 に制定 された健康

家庭基本法の制定論争 を、国会の議事録

や、イ ンタビュー をも とに分析 します と

次のよ うな問題化や政策フ レームの特徴

が浮かびあがってきます。

まず、最初の家政学会系の法案である

健康 家庭(育 成)基 本法案 の家族 や家

庭、健康家庭の定義は、家族 とは婚姻 、

血縁、入養 によって成立 した社会の基本

単位 である、 とい うものです。家庭 とは

家族構成員 が生計または住居 をともにす

る生活共同体 として、構成員 の 日常的な

扶養 、養育、保護 、教育等がなされ る生

活単位 で、健康家庭 とは家族構成員の欲

求が充足 されて、人間 らしい生が保障 さ

れている家庭である と定義 されていて、

特徴は家族単位 の強調です。その背景に

は、急激 な出生率低下や離婚率上昇への

危機感 、家族解体や家族崩壊への危機感

があ り、家族機能を どうい うふ うに強化

するか とい う、家族機能強化への強い認

識 がこの議論の根底 にあると思います。

も う一方の、社会福祉学系か ら提示 さ

れた家族 支援基本 法案 の家族 定義 の 中

で、家族 とは、婚姻 、血縁、入養に基づ

いた2人 以上 の共同体以外 に も、事実婚

家族 、未 婚母 ・未 婚父家族 、外 国人家

族、単独世帯等 も含 めるとしています。

議事録や イ ンタ ビュー か ら検討 した と

き、家族 支援基本 法案 の議 論 の強調 点

は、家族の危機 とい うよ りも韓 国の福祉

政策 、福 祉資質 の不足 がまず 問題 で あ

り、福祉 国家の拡大、あるいは社会全体

で連 帯 して い くこ とが必要だ。 す なわ

ち、家族 をどうす るか とい うよ りも福祉

国家の拡充が必要 なんだ とい うところに

強調点があった と思います。

最後 に、女性 部案(平 等家族 基本 法

案)の 家族 定義 を見 る と、家族 とは婚

姻、血縁、入養 によって結合す るか、ま

たは同居す る共同体 とい うことで、こち

らも女性団体等の声明文 などを見なが ら

分析 した ときに、 この論理の根本は家族

単位ではなく個人単位 であって、脱家族

化の社会 システムを どうい うふ うに構築

してい くか、そこでケアの社会化 をどう

拡充 していくか、 とい うところに強調点

があったと思います。

では、健康家庭基本法がなぜ通 ったの

か。言いかえれ ば、健康家庭論を後押 し

した もの は一体 何 だったのか とい うの

が、次 に問われ るべき点だ と思います。

そ こで韓国のキム ・ヘ ギ ョン(金 恵景)

先生によれ ば、韓国では家族危機論が共

感 を得た ことに加 えて、家族擁護の意思

を表明 しなければ とい う道徳的負担があ

る国会議員 の政治商品 としての効果、そ

して家族強化 を通 じてでも福祉負担 を減

らそ うとい う国家の財政的立場が作用 し

ていた とい う分析 をされてい ます。私は

今 回、議事録や イ ン タビュー で検討 し

て、も う2つ の点をつ け加 えたい と思い

ます。

一点 目は
、家政学会や保守系の政治家
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や宗教 団体等 が連 合 して、プ ロフ ァ ミ

リーアライアンス(親 家族連合)と い う

ものが形成 されていた と思いますが、強

調 したいのは、この親家族連合が どうい

う社会モデルや規範 を共有 していたのか

とい うことです。

単に保守性が高い ・低い とい う意味で

はなく、この親家族連合が ど うい う社会

モデルを共有 していたのか をみると、個

人の発展 、家族の発展、社会(国 家)の

発展 とい う3つ の並行発展モデル とい う

社会モデルが共有 されていたのではない

か と思 います。裏 を返せ ば、個人 、家

族 、社会 の並行発展モデル に対抗す るよ

うな新 しい社会モデルを、個人単位 を主

張す る女性部や女性団体あるいはほかの

勢力 の人 た ちが、提示す る点 に限界が

あったのではないか、 とい うことが言 え

ると思います。

も う1つ が、 捨 て子 、婚 外 子 とい っ

た、法律婚の外にある子 どもの問題 を、

「子育ての社会化」 とい う幅広い枠組み

で問題化 できなかった点にあるのではな

いか と思います。事実婚や離婚 した家庭

の子 ども、す なわ ち、法律婚の外にある

子育 て コス トを ど う負担す るか につい

て、 「子育ての社会化」 とい う視点か ら

幅広 く社会全体で分 かちあお う、子 ども

個人単位 の政策へ と改革 しよ うとい うイ

シュー化が難 しかったのではないか と思

います。言いかえます と、法律婚の外に

ある子 どもに とって安定 した家族が必要

だ、とい う主張に対抗できるような、子

育ての社会化 の論理そのものを、個人単

位 を主張す る勢力が連帯 して提示できな

か った点 にあ るのでは ないか と考 えま

す。

こ うした子 どもの福祉 あるいは子育て

の社会化問題 には、 ジェンダー平等 と子

どもの平等 とい う2つ の異 なる理念 に基

づいた政策論理や議論 が必要だ と思いま

すが、そ うしたジェンダー平等 と子 ども

の平等 とい う2つ の異 なる理念 をど うつ

なげて、 ど うい うふ うに新 しい社会モデ

ル として提示 してい けばいいのか、個人

単位 を主張す る勢力 にどうい う難 しさが

あったのかについては、私 自身 ももう少

し分析が必要ですが、健康家庭基本法が

通 った諸要因の中で も、私は、子育てや

家族をめぐる政策 フレー ムや論理分析か

ら、 以上 の2点 を指摘 した い と思 い ま

す。

そ こで、韓国は明示的な家族政策の形

成へ とつながってい くわけですが、健康

家庭基本法制定を受 け、第一次健康家庭

基本計画が策定 されます。そこで数値 目

標が策定 されていますが、 日本へ大 きな

示唆がある点があ りま した。それは、 目

標数値 の中にひ とり親家族の貧困率の削

減 目標 があって、36%か ら34%に 減 らし

てい くとい う目標数値があ ります。 これ

は 日本 には非常に欠 けていた視点で した

ので、政策課題の認知や問題化 とい う点

で韓国は家族政策 にこ うい う視点が入っ

ていて、非常に 日本 に参考になる点だ と

も考えます。

3.日 本 にお ける政 策 フ レー ム と論理

続 いて、 日本の分析 に移 りますが、 日

本では韓国のよ うに家族像の見直 しや家

族 の定義 をめ ぐる論議 が なかった ので

しょ うか。改 めて80年 代後 半か ら振 り

返 った ときに、 日本では90年 代後半 ぐら
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いか ら少子化対策の議論の中で、家族像

見直 し論議が、一応 、あるにはあ りま し

た。人 口問題審議会の報告書では、次 の

よ うな指摘がな されています。少子化 の

進行 で家族 の形態 も変化、多様化する。

そ して単身者な ど家族 をそもそ も形成 し

ない者がふ え、家族概念その ものの意味

を根本か ら揺 さぶ る可能性がある と。韓

国の政策のデ ィスコース と比べて非常に

慎重な言い方です。

また、1998年 の 『厚生 白書』を見ます

と、よ り踏み込んだ言及がなされていま

す。世帯単位 で見 ると単身者世帯の増加

が著 しく、核家族世帯の中では夫婦のみ

の世帯が増加 している。また共働 き世帯

が多数派 となった現在、 この よ うな標準

世帯を念頭 に置いた家族間の普遍性 とい

うものは失われている。 これか らの家族

は、多様 な価値観を持つ個人の 自立 と両

立す る多様 な形態を とることになるだろ

うと。

この 『厚生 白書』、あるいは この当時

の議論 を改めて振 り返 ると、 日本の場合

こ うした新 しい家族像 とい うのは、男女

共同参画社会 とい う新 しい社会像 とセ ッ

トで論 じられています。 ただ、 日本 の場

合は、韓 国の ように健康家庭基本法のよ

うな法律 に結びつかず、あるいは具体的

な新 しい政策手段、例 えば家族法改正 と

い うよ うなものには結びつかず、家族像

見直 し論 自体 も申し送 り事項のよ うな形

に な りま した。 当時、新 しい家族像 と

セ ッ トで論 じられていた 「男女共同参画

社会」 とい う、新 しい社会像へのバ ッシ

ング、フェ ミニズムへのバ ッシング とい

う時期の中で、政策論議の中で新たな家

族像の提示や新たな政策手段に結びつ く

ことはあ りませんで した。

こ うして 日本では、90年 代後半、家族

像 の見直 しの議論 がせっかく出ていたの

に、なかなかよ り具体的な議論 につ なが

らず、韓国のよ うに社会 が想定 してい る

望ま しい家族像は何か、家族 とは何 なの

か とい う根本的な政策論議 も大 きく議論

はなされ ませ んで した。以降は、 「子育

て支援」 あるいは 「子育て機能」 とい う

ものに議論が焦点化 していったよ うに思

います。韓国では家族機能を どう強化す

るか とい う政策論議 だ った と思 います

が、 日本の場合は子育てがな され る器 と

しての家族は問わず、 「子育て機能」 を

どうい うふ うに再生 していくのか とい う

のが政策の論議だった。 その点が両者の

違 いです。

では、事実上、誰の 「子育て機能」が

問われたのか。 当時2000年 代は、痛ま し

い児童虐待の事件 が続 き、そ こで児童虐

待 が社会問題化 しま した。また、出生率

を見た ときに、単に未婚化、晩婚化 が進

行 しているだけではな く、結婚 している

夫婦の中の出生率の低下 とい う新 しい政

策課題 に政府 が直面 しま した。そ こで、

より政策的な関心が、共働 きに対す る保

育サー ビスだけではな く、家庭でひ とり

で孤立 して育児を している専業主婦 の育

児不安、ス トレスをど うい うふ うに緩和

してい くのか、在宅子育て支援 に、保育

の拡充 とともに比重 が置 かれ るよ うに

なっていった と思います。

そ こでペーパー にも載せま したけれ ど

も、 「就業 している母親 よ りも専業主婦

のほ うが育児不安、ス トレスが高い」 こ

とを示す統計が、中央政府 だけではな く

多 くの地方 自治体で使 われ、こ うした命
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題 が一般化 され ていきました。私 はこの

点について、いろいろ具体的なデータ分

析で批判 的に考察 してきま したが、今 日

はち ょっ と割愛 させ ていただ きます。 日

本では共働 き世帯の保育のみな らず、専

業主婦への支援、在宅子育て支援が課題

になっていきます。

4.日 韓比較か らの考察

日本 と韓国 の比較 をま とめて いきます

と、韓国の場合 は明示的な家族政策を と

るよ うになった。その背景 としては出生

率の低下、離婚率の上昇、国際結婚率の

上昇がセ ッ トで到来 してきた。そ こで家

族機能を どうい うふ うに強化 してい くの

か、 とい うところが政策の主要 な関心 と

なった と思います。健康家庭基本法制定

過程 においては、家族 とは何なのか、政

策 が想定 している望ま しい家族像は何な

のか、 とい う議論が前面に出ま した。

その反面、 日本は韓国 と照 らし合わせ

た ときには、個別主義的な暗黙的な家族

政策 と言 えるのではないか と思います。

韓 国 が家族機 能 の強化 を ど うす るか と

いっていたのに対 して、 日本では家族像

自体、家族 自体の定義は問わず に、その

中の個別の子育て とい う機能を どうい う

ふ うに強化 して い くの か とい う点 に、

フォーカスが当たっていた と思います。

ここで 日本 と韓 国の違いは何 を意味す

るのか とい うことです。 日本で は韓国の

よ うな家族像 の全面的な見直 し論議 も弱

く、あ くまでも子育て支援、働 き方改革

とい う形式で、子育て、働 き方 とい う行

為 に支援の焦点が当て られてきま した。

そ の行為がな され る場である家族がそ も

そも何なのか、家族 の範 囲は どこまでな

のか、政策が前提 としている望ま しい家

族 とは何 なのかといった点について、韓

国では健康家庭基本法の制定過程でかな

りい ろいろな論争があったよ うに思われ

ますが、 日本ではなかなかそ ういった論

議がな され なかった と思います。

そ こで個別主義的な暗黙の家族政策の

改革が進行 してい ると言 えますが、韓国

のよ うに家族支援 、家族 間の関係 への支

援 とい う形式で あれ ば、家族 間や家族の

中の平等 ・不平等問題 が問題化 されやす

い と思います。 けれ ども、 日本の場合は

家族の中の子育て、働 き方行為への支援

とい う形式を とってい るために、韓 国の

ように家族間や家族の成員間の平等 ・不

平等問題 として、なかなか子育ての問題

が政策課題 としてステージに上が りにく

い。そ うい う構造が1990年 代末か ら2000

年代前半にかけてあったのではないか。

特 に韓国 との対比か ら、そ うい うふ うに

言 うことができると思います。

今回、 日本 と韓 国の限 られた分析 で し

たが、家族政策 をめ ぐる福祉 レジーム研

究 においては、供給 レベルあるいは政治

過程の分析で 日韓 におけるケアの拡大が

指摘 されています。 日本 と韓 国は今、家

族主義的福祉 レジームを、両社会 ともど

うい う方向に再編 してい くか となった と

きに、その再編の様相 を見てい ると、 日

本 と韓国は異なった家族変化の タイ ミン

グや組み合 わせを経験 していて、家族を

めぐる政策 の論理や政策課題の認知のあ

り方、言いか えればフ レー ミングや対象

化が異なっていて、今後の両社会 の行方

を占 う1つ の大 きな論点ではないか と思

います。

69



今後、東アジアにおける家族政策 の比

較研究において、家族変化のタイ ミング

と組み合わせの変化 に対 して、政策 的に

どうい うフ レー ミング、対象化がな され

ているのか、その背景にある価値や規範

は何なのかとい う点での質的分析 も、供

給 レベル の分析 とあわせ て、セッ トで

や ってい く必要があるのではないか と思

います。私の発表 は以上にさせていただ

きます。 あ りが とうございま した。(拍

手)
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